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事務系

(2)正規職員採用者数
(令和元年4月2日から令和2年4月1日)

4人31人31人

一般職員

2人

教育
職員医療

技術系
一般
技術系

70人

計

3人

福祉系

0人

技能
業務系

事務系

20人勧奨・普通退職等

定年退職

区分

(3)正規職員退職者数
(令和元年4月2日から令和2年4月1日)

2人14人36人

一般職員

0人

教育
職員医療

技術系
一般
技術系

49人8人

67人

計

1人5人

0人

福祉系

2人13人

15人

技能
業務系

土木技術・造園技術・建築技術・機械技術・電気技術・保健衛生監視・食品衛生監視一般技術系

＜参考＞ 職員数に関する状況中の一般職員の区分の詳細は次のとおりです。

医師・歯科医師・診療放射線・歯科衛生士・検査技術・栄養士・保健師・看護師

福祉・保育士・児童指導・心理福祉系

医療技術系

自動車運転・介護指導・電話交換・警備・作業Ⅰ・調理・用務・作業Ⅱ・自動車運転Ⅱ・作業Ⅲ技能業務系

幼稚園教育職員・指導主事

一般事務・社会教育事務系

教育職員

職務区分

(参考)
30年度の人件費率

％
13.5

3 職員の給与等に関する状況
(1)総括
① 人件費の状況(普通会計決算)

％
12.8

千円
25,355,807

千円
5,043,641

千円
197,551,053

人
521,835

元年度

歳出額
A

住民基本台帳人口
(2年1月1日)

区分 実質収支
人件費
B

人件費率
B／A

1人当たり給与費
B／A

千円
9,626,918

② 職員給与費の状況(普通会計決算)

計B期末・勤勉手当職員手当給料

人
2,601

元年度

給与費職員数
A

区分

千円
6,808

千円
17,707,185

千円
4,640,157

千円
3,440,110

(2)職員の平均給与月額、初任給等の状況
① 職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況 (令和2年4月1日現在)
ア 一般行政職

408,868円―327,564円43.2歳国

305,426円40.6歳江東区

平均給料月額平均年齢区分

426,539円

平均給与月額

385,114円

平均給与月額(国比較ベース)

イ 技能労務職

328,862円―287,283円50.9歳国

291,776円53.3歳江東区

平均給料月額平均年齢区分

394,781円

平均給与月額

359,688円

平均給与月額(国比較ベース)

340,200円346,911円281,064円57.5歳

うち清掃職員

うち用務員

373,548円429,531円298,869円49.5歳

ウ 小・中学校・幼稚園教育職員

422,107円314,074円36.8歳江東区

平均給料月額平均年齢区分 平均給与月額

――

③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(令和2年4月1日現在)

短大卒

401,955円

315,600円209,800円高校卒

経験年数30年

266,090円大学卒
一般行政職

経験年数10年区分

354,300円

経験年数20年

―

362,111円

387,600円

経験年数25年

―273,800円大学卒
幼稚園教育職員

412,000円

434,400円

307,475円

357,578円

302,650円―208,600円高校卒技能労務職

397,700円

(4)職員手当の状況
① 期末手当・勤勉手当

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算 5〜20％
・管理職加算 10〜25％

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・職務段階別加算 5〜20％
・管理職加算 15〜20％

―1人当たり平均支給額(元年度)

国江東区

期末手当
2.60月分
(1.45)月分

勤勉手当
2.05月分
(1.00)月分

1,764千円

(元年度支給割合)(元年度支給割合)
期末手当
2.60月分
(1.45)月分

勤勉手当
1.90月分
(0.90)月分

※支給割合は一般
職員の例で、( )
内は再任用職員
分です。

(4)再任用職員数(令和2年4月1日現在)
区では高齢者の知識・経験を区民サービスの向上と行政

の効率的な運営に活かすため、定年退職者を再任用として
活用しています。 ※地方自治法第252条の17に基づく派遣職員は

除く。

164人 276人

再任用短時間勤務

112人

計再任用常時勤務

事務系

2 職員数に関する状況
(1)正規職員数(令和2年4月1日現在)

243人669人1,281人

一般職員

98人

教育職員
医療技術系一般技術系

2,680人

合計

103人

福祉系

286人

技能業務系

※再任用常時勤務職員を含み、
特別職、教育長および地方自
治法第252条の17に基づく派
遣職員は除く。

180,400円177,700円

② 職員の初任給の状況(令和2年4月1日現在)

短大卒

183,700円大学卒
一般行政職

江東区区分

183,700円

東京都

―

―

一般職 182,200円

総合職 186,700円

国

143,000円143,700円高校卒技能労務職

197,300円194,800円大学卒
幼稚園教育職員

150,600円145,600円147,100円高校卒

―

※技能労務職は、技
能Ⅵの初任給を記
載しています。

※幼稚園教育職員の
東京都の欄は、小
・中学校教育職員
の初任給を記載し
ています。

2,058,386千円

③ 地域手当(令和2年4月1日現在)

支給対象職員数支給率支給対象地域

2,844人20.0％江東区内

支給職員1人当たり平均支給年額(元年度決算)

支給実績(元年度決算)

20.0％

国の制度(支給率)

711,998円

⑤ 時間外勤務手当

520,478千円支給実績(30年度決算)

207千円職員1人当たり平均支給年額(元年度決算)

561,541千円支給実績(元年度決算)

191千円職員1人当たり平均支給年額(30年度決算)

国の制度と
異なる内容

173,122円

146,237円

1,164,242円

189,170円

支給職員
1人当たり
平均支給年額
(元年度決算)

5,366千円

支給実績
(元年度決算)

支給額異なる

管理または監督する地位にある職員が週休日
または休日および週休日等以外の午前0時か
ら5時までの間に勤務した場合に支給

内容および支給単価手当名

管理職員
特別勤務
手当

管理職
手当

(支給額)職務ごとの定額
部長職 127,600円
(同医療職) (142,400円)
重要困難課長 101,500円
上記以外の課長職 92,300円
(同医療職) (94,800円)
幼稚園長 89,600円
副園長 64,700円

164,767千円

360,000円

29,440円

国の制
度との
異同

64,651円

66,870円

159,698円

2,192,500円

職務区分、支
給額

異なる

管理または監督する地位にある職員に支給

361,352千円

149,023千円

(支給額)
配偶者 6,000円
子 9,000円
上記以外の扶養親族1人につき 6,000円
特定期間の子への加算額 4,000円
(16歳年度初め〜22歳年度末)

(支給額)交通機関等の利用者
6か月定期券相当額
限度額：1か月あたり 55,000円

交通用具使用者
通勤距離により2,600円〜13,000円

支給額異なる

扶養親族のある職員に支給

扶養
手当

106,816千円
支給要件、支
給額

異なる

住宅を借り受け、月額27,000円以上の家賃を
支払う世帯主等の職員に支給

住居
手当

(支給額) 月額8,300円
満27歳に達する日以後の最初の3月31日まで
の職員は18,700円、満27歳に達する日以後最初
の4月1日から満32歳に達する日以後の最初の
3月31日までの職員は9,300円をそれぞれ加算

(支給額)職務の級、号給による定額
(月額)1,120円〜4,150円

3,415千円

幼稚園教育職員に支給義務教育
等教員特
別手当

(支給額)
大学卒業後 1〜20年 268,500円
同、 21〜40年 1年ごとに減額

8,770千円
支給期間、支
給額

異なる

医師、その他専門的知識を必要とする職に従
事する職員に一定期間支給初任給

調整
手当

(支給額)
配偶者宅との交通距離による
基礎額 月額 30,000円
加算額(100km以上) 6,000円〜14,000円

360千円
距離制限、支
給額

異なる

在勤する公署の移転等に伴い、配偶者と別居
し単身で生活する職員に支給

単身赴任
手当

休日給
夜勤
手当

(支給額)
休日給
1時間当たり給与額×135／100×勤務時間
夜勤手当
1時間当たり給与額×25／100×勤務時間

104,283千円―同じ

休日または深夜に勤務した職員に支給

⑥ その他の手当(令和2年4月1日現在)

4,614千円
勤務態様、支
給額

異なる

宿直、日直を行った職員に支給
宿日直
手当 (支給額)

宿直または日直の1回あたり 9,300円

(支給額)
部長職 12,000(6,000)円
課長職または幼稚園長 10,000(5,000)円
副園長 8,000(4,000)円
週休日等に6時間を超える勤務の場合150／100
括弧書きは平日夜間の勤務の場合

自動車等使用
距離区分

異なる

通勤距離が片道2km以上である職員に支給

通勤
手当

※1 職員手当には退職手当
を含みません。

※2 職員数は、令和元年4月
1日現在の人数です。

※3 給与費については、再
任用短時間勤務職員の
給与費が含まれており、
職員数には当該職員を
含んでいません。

※職員1人当たり平均支給額を算出する際の
職員数は、｢支給実績｣と同じ年度の4月1日
現在の総職員数(管理職員、教育職員等、制
度上、時間外勤務手当の支給対象とはなら
ない職員を除く)で、再任用短時間勤務職
員を含みます。

支給単価

日額 1,470円
日額 490円

④ 特殊勤務手当(令和2年4月1日現在)

14.0％

―

職員全体に占める手当支給職員の割合(元年度)

4種類

一時保護業務
家庭訪問、指導、判定
および相談等業務

手当の種類(手当数)

73,000円

児童相談所派遣職員

支給職員1人当たり平均支給年額(元年度決算)

27,740千円

児童相談所福祉
業務手当

支給実績(元年度決算)

福祉事務所および保健所職員
保健・福祉業務
手当

86千円

昇降機等の検査業務
危険高所での検査業務

都市整備部建築課職員
総務部経理課および営繕課、
都市整備部建築課、土木部道
路課および施設保全課、教育
委員会事務局学校施設課職員

特定危険現場作業
手当

23,721千円
廃棄物の処理に関連す
る業務

清掃事務所職員
清掃業務従事職員
特殊勤務手当

日額 700円

日額 380円
日額 270円

日額 170円
〜4,000円

支給実績(元年度決算)主な支給対象業務主な支給対象職員手当の名称

3,933千円
面接、訪問、相談およ
び各種検査等業務

区では毎年、職員数、給与、研修など人事行政の運営状況を公表す

ることとしています。この目的は、区民の皆さんに人事行政の運営等

の状況を公にすることによって、その公平性と透明性を高めること

にあります。区報ではその概要をお知らせします。なお、人事行政の

運営状況の公表についての全文は江東区公報および区ホームページ

にてご覧いただけます▢問職員課人事係☎3647-5481、℻3647-9480

合格者数

※その他の職種については、特別区人事委員会において試験
等を実施しています。

1 採用選考および昇任選考の状況
(1)採用選考の状況(令和元年度実施)

28人52人61人約28人福祉

申込者数採用予定数職種 受験者数

117人技能長

(2)昇任選考(能力実証)の状況
(令和元年度実施)

14人118人課長補佐

3人28人技能主任

10人883人管理職

合格者数有資格者数区分

55人446人主任

71人509人係長職

5人

2.3％33人

(3)一般行政職の級別職員数および給料表の状況(令和2年4月1日現在)

部長、担当部長又は参事の職務6級

30.0％428人主任の職務2級

497人係員の職務1級

職員数基準となる職務区分

34.9％

構成比

課長補佐の職務4級

4.5％64人課長、担当課長又は副参事の職務5級

512,600円

452,100円

426,300円

404,400円

355,500円

321,900円

最高号給の給料月額

※1 本区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
※2 基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

5.7％

22.6％322人係長、担当係長又は主査の職務3級

81人

368,900円

283,900円

253,100円

226,600円

196,700円

142,500円

1号給の給料月額

※1人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員の平均額です。

② 退職手当(令和2年4月1日現在)

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置(2〜45％加算)

―

(支給率)
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

(支給率)
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額
その他の加算措置
定年前早期退職特例措置(2〜20％加算)

1人当たり平均支給額 3,245千円 20,505千円

国江東区

自己都合
18.00月分
28.00月分
39.75月分
39.75月分

勧奨・定年
24.55月分
32.95月分
47.70月分
47.70月分

自己都合
19.6695月分
28.0395月分
39.7575月分
47.709月分

応募認定・定年
24.586875月分
33.27075月分
47.709月分
47.709月分

※1 ｢平均給料月額｣とは、令和2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
※2 ｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などす

べての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされています。また、｢平
均給与月額(国比較ベース)｣は、比較のため国家公務員と同じベース(＝時間外勤務手当等を除いたもの)
で算出しています。

(注)技能労務職(高校卒)の経験年数20年、幼稚園教育職員(大学卒)の経験年数20年、25年、(短大卒)の経験年
数10年、20年については、該当者がいません。




